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農業政策の効果測定手法：�
操作変数法
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要　旨

　政策効果に関して信頼性の高いエビデンスを得るためには，因果関係を評価できる適切な手法を
利用することが重要である。本稿では，回帰不連続デザイン及び差分の差分法をレビューした川崎
（2020； 2021）に続き，操作変数法に焦点を当て，その基本的な概念や農業経済学分野における応
用例を紹介する。

キーワード：��エビデンスに基づく政策立案（EBPM），操作変数法，農業政策，因果推論，計量経
済学

１．はじめに

EBPM（Evidence-based policy making， エ
ビデンスに基づく政策立案）において鍵となるの
は，政策の持つ効果，つまり因果関係に関する
信頼性の高いエビデンスである。因果関係を数
量的に計測するためには，ランダム化比較実験
（Randomized controlled trial），回帰不連続デザ
イン（Regression discontinuity design），差分
の差分法（Difference-in-differences），操作変数
法（Instrumental�variable method）という四つ
の手法が主に使われる⑴。このうちランダム化比
較実験は，中村・鈴木（2019）や佐々木（2020）
において，また，回帰不連続デザイン及び差分の
差分法は，川崎（2020；2021）において，それぞ
れ農業経済学分野における応用例がレビューされ
ている。そこで本稿では，いまだレビューが十分
になされていない操作変数法を取り上げ，その基
本的な概念を紹介した上で，具体的な操作変数
の見つけ方を，農業経済学分野における様々な

応用例を通じて紹介する。局所的平均処置効果
（LATE）や部分識別など，近年注目されている
発展的なトピックについても触れる。
以下では，まず第２節で操作変数法の概念を，

政策の効果が全ての農家で共通である場合と，そ
うでない場合とに分けて紹介する。従来の計量経
済学では前者を仮定することが一般的であった
が，近年は後者の場合における操作変数法の性質
についても明らかになってきており，そこでは局
所的平均処置効果（LATE）と呼ばれる概念が重
要な鍵を持つことになる。第３節では操作変数法
の具体的な利用方法について，農業分野における
研究事例を交えながら紹介する。まず距離，地域
の特性やマクロ経済指標，政策への参加資格など
が操作変数として使われていることを示した上
で，需要・供給関数や，デカップル型の補助金を
分析する際の操作変数の利用方法を紹介する。ま
た操作変数の条件が満たされてない場合に用いる
ことができる部分識別アプローチの応用例も紹介
する。なお，因果関係の定義，因果関係を推計す
る上での課題，各手法の主な違いについては，川
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崎（2020）の第２節を参照されたい。

２．操作変数法

（１）効果が一定の場合
本節では操作変数法の基本的な考え方を解説す

るが，まず始めに，ある変数XがアウトカムYに
及ぼす影響が，全農家で等しい，と仮定できる
ケースから考えていこう。最もシンプルな線形の
回帰分析では，両者の因果関係を以下のように定
式化する（なお，定数項は捨象する）。

⑴　Yi = aXi +�ui 

ここで，iは農家や地域などのデータの単位を
表すが，以下では単純化のため農家と解釈する。
Xは説明変数と呼ばれる。例えば，補助金の支

給額や対象面積など，様々な値を取る連続変数で
あってもよいし，政策対象者であれば１，そうで
なければ０を取るような，二値（ダミー）変数で
あってもよい。ここでは単純化のためXが一つし
かない場合を考えるが，Xが複数あってもよい。
XがYに与える効果，つまり因果関係の大きさは
全農家共通であり，係数aで表される。これを正
しく推計することが我々の目標である。
uはYを左右するその他の要因であり，誤差項

又は残差と呼ばれる。こうした呼称は，uがさほ
ど重要でないような印象を与えるかもしれない
が，係数aを正しく推計するためには，このuの
性質に十分な注意を払うことが重要である。表記
上は一つの変数であるものの，実際にはX以外の
全ての要因を含んだ集合体というイメージで，u
を捉えるとよいだろう。
ここで，アウトカムYに影響を与え，かつXと

相関している要素，つまり交
こうらく

絡変数が存在すると
しよう。もし交絡変数がデータとして観察できる
場合，話は単純である。交絡変数を上の式の右辺
に追加して，最小二乗法（OLS）を行えばよい。
これによって，理論的にはXの効果a（及び交絡
変数の効果）をバイアスなく推計することができ
る。しかし交絡変数がデータとして観察できない
場合，交絡変数の影響はuの中に含まれることに
なる。定義より，交絡変数はXと相関している。
したがって，交絡変数を含んだuもまた，Xと相
関することになる。このように誤差項uと相関し
ている説明変数Xのことを内生変数と呼び，こう
した相関が生じている状態を内生性と呼ぶ。内生
性が生じている場合には，OLSによってXの効果
aを正しく推計することができない。経済学分野
で扱う問題においては内生性が疑われるケースが
多く，それをいかに解決し，因果関係を正しく特
定するかということに，経済学者は細心の注意を
払っている。
その解決策の一つが操作変数法である。操作変

数（Instrumental�variable）とは，以下の二つの
条件を満たした変数のことである（第１図）。

条件①：内生変数Xと（ある程度強く）相関する。
条件②：誤差項uと相関しない。

この二つの条件を満たす変数を見つけ出すこと
は一般的に容易ではなく，この点が操作変数法を
利用するための最大の壁と言っても過言ではな
い。次節では，具体例な見つけ方を，分析のテー
マや利用可能なデータごとに詳しく紹介する。
もし，操作変数が見つかれば，Xの効果aは，操

作変数法，二段階最小二乗法，最尤法，一般化
モーメント法（Generalized Method of Moments）
など，様々な方法で推計することができるが，こ

直接的要因 内生変数X 相関（条件①）

アウトカムY 相関（内生性） 操作変数

直接的要因 誤差項u 無相関（条件②）

第１図　操作変数法の概念

　　　　　　 　　資料：筆者作成．
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こでは比較的理解しやすい操作変数法と二段階最
小二乗法を紹介する。
まず操作変数法について述べる。操作変数を

Zと書けば，ZとYの共分散Cov（Z, Y）を考えた
場合，⑴式より，Cov（Z, Y） = aCov（Z, X） + 
Cov（Z,�u）となる。ここで条件②より，Cov（Z,�u） 
= ０と言えるから，これを利用して両辺整理すれ
ば，a = Cov（Z, Y）/Cov（Z, X）と書ける。右
辺の分母がゼロでないことは，条件①から保証さ
れている。この式は，Zが変動した際にXとYが
どのように変動するか，という情報（つまり共分
散）から，XとYの関係（つまりa）を特定でき
ることを示している。
なお，操作変数は一般に一つとは限らない。操

作変数が複数ある場合（正確に言えば，操作変数
の数が内生変数の数よりも多い場合）には，上式
の共分散からaを求めることはできない。こうし
た場合でも使えるのが，二段階最小二乗法であ
る。この手法は，その名が示すとおり，二つの最
小二乗法（OLS）から構成されている⑵。まず始
めに，内生変数Xを被説明変数として，操作変数
Zを説明変数として，OLS推計を行う。次に，Y
を被説明変数として，第一段階の推計結果から計
算されるXの予測値を説明変数として，再びOLS
推計を行えば，aの推計値を得ることができる。
操作変数が一つの場合には，二段階最小二乗法の
推計値は，操作変数法と一致する。
やや技術的になるが，若干の注意点を補足す

る。まず条件①については，内生変数Xと相関
していれば常に操作変数として使えるわけで
はなく，ある程度強く相関している必要があ
る。内生変数との相関が弱い操作変数を「Weak 
instrument」と呼ぶが，この場合には推計結果に
バイアスが生まれてしまうため，相関の強さをF
検定等で確認する必要がある⑶。条件②について
は，統計的検定が難しいことが多く⑷，無相関と
考えられる根拠を論理的に説明する必要がある。
なお，操作変数はXと相関しているから，Xを経
由してYに間接的に影響を与え得るものの，Yに
直接的に影響を与えるものであってはならない。
Yに直接影響を与える要因は，誤差項uの中に必
ず含まれることになるため，条件②「誤差項と無
相関」を満たし得ないためである。

（２）効果が異なる場合
以上が操作変数法の従来の説明であるが，近年

では新たな解釈が浸透してきている。その出発点
となっているのが政策効果の異質性である。政策
Xの効果が農家ごとに異なり得る場合，つまり効
果がaではなくaiというように農家iごとに異なる
形で表現される場合，操作変数法によって誰の効
果を捉えることができるのだろうか。全農家の平
均的な効果なのか，それとも特定の農家の平均値
なのだろうか。これを考えるために，本節ではX
以外の説明変数の存在は捨象するとともに，Xが
二値変数であるケース，つまり政策対象者であれ
ばX =1,そうでなければX =０となるケースに限
定して，説明を行う⑸。
ここで次のようなランダム化比較実験を考えよ

う。新たに開発された肥料の効果を検証するた
め，政府がランダムに選ばれた農家に肥料を送付
したものとする。肥料の利用を農家に強制するこ
とはできないため，その利用は各農家の判断に委
ねられる。そして一定期間が経過した後，（肥料
の送付や利用の有無に関係なくランダムに選ばれ
た）農家の単収や肥料利用状況などのデータを収
集する。このとき，単収などのアウトカムを被説
明変数（Y），送付された肥料を利用したか否か
を表す二値変数を説明変数（X）としたOLS推計
を行うと，どうなるだろうか。この場合，肥料の
利用は各農家の判断に任されているため，説明変
数である肥料の利用と，誤差項の中に含まれてい
るアウトカムを左右する要因（交絡変数）とが，
相関している可能性がある。交絡変数の代表例は
土壌の質である。例えば，土壌の肥沃度が低い農
家ほど肥料を利用する確率が高いとすれば，観察
される単収には，肥料だけでなく土壌の肥沃度の
影響も反映されるため，肥料の効果を特定できな
くなってしまう。このように，実験内容（肥料の
利用）を全ての農家に強制できない状況において
は，ランダム化比較実験の結果を因果関係と解釈
することはできない。
では，実際の肥料の利用ではなく，肥料の送付

対象であるか否かを表す二値変数を説明変数Xと
して用いた場合はどうか。肥料はランダムに送付
されたのだから，平均的に見れば，肥料の送付X
は誤差項（単収を左右するあらゆる要因）と相
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関しない。したがって内生性も発生しないため，
OLS推計によって，「肥料送付」の効果を計測す
ることができる。これはIntent to Treat Effect
（ITT）と呼ばれるものである。肥料を「送付」
したらアウトカムがどうなるか，という情報が知
りたいのであれば，ITTはもちろん有益な指標で
あるが，もし肥料を「利用」したらアウトカムが
どうなるか，つまり肥料そのものの効果を知りた
い場合には，ITTを用いることはできない。
では，肥料の送付対象であるか否かの二値変数

を操作変数として使い，肥料を利用したか否かの
二値変数を説明変数Xとして用いたらどうか。肥
料の送付（操作変数）と利用（X）は相関している。
送付された農家の一部はそれを利用するためであ
る。つまり条件①「操作変数とXの相関」は満た
される。一方，肥料の送付そのものは単収等のア
ウトカムに直接影響するわけではないし，ランダ
ムに送付されているのだから，誤差項の中に含ま
れているアウトカムを左右する要因（例えば土壌
条件）とも平均的に見れば相関しないことから，
条件②「操作変数と誤差項の無相関」も満たされ
る。したがって，肥料の送付は二つの条件を満た
しており，操作変数として使うことができる。
問題は，操作変数法によって計算される推計値

が誰への政策効果を表すかである。例えば，それ
が全農家の平均値E[ai]などを表すのであれば解釈
も容易なのだが，話はそれほど単純ではない。そ
れを考えるため，農家を四つのタイプに分類する
（第１表）。なお，ここでは議論に一般性を持たせ
るため，政府からこの新しい肥料を送付されない
農家も，市場で同じ肥料を購入して利用できる状
況を想定する（購入できない場合は，表の左列
「Always taker」「Defier」が無視できる）。

表中のDefierとは，肥料を送付された場合に
は肥料を利用しないが，肥料を送付されない場
合には肥料を（市場で買ってきて）利用すると
いう，いわばひねくれ者である⑹。もし，こうし

た農家が存在しないと仮定できる場合（単調性・
monotonicityの仮定と呼ばれる），操作変数法に
よる推計値は，肥料を送付された場合には利用す
るが，肥料を送付されない場合は利用しないタ
イプの農家，つまりComplierに対する，肥料利
用の平均的な効果を表すことになる⑺。逆に言え
ば，Complier以外，つまり表中のAlways taker
（送付の有無に関わらず，常に当該肥料を利用す
る農家）やNever-taker（送付の有無に関わらず，
当該肥料を決して利用しない農家）に対する肥料
利用の効果は，操作変数法の推計値には反映され
ないことになる。前節で述べたとおり，操作変数
法の原理は，操作変数が変動した際に，XとYが
どのように変動するかを見ることで，XとYの関
係を特定するものである。したがって，Xの変動
しないAlways takerやNever-takerの効果を特定
することはできないのである。
このように政策効果の異質性を認める場合，操

作変数法による推計値は，Complierのみを反映
した政策効果を表すことになり，全農家の平均値
ではないということを強調する意味で，「局所的」
平均処置効果（Local�Average Treatment Effect: 
LATE）と呼ばれる（Imbens and Angrist, 1994; 
Angrist et al., 1996）。
LATEは，例えば，操作変数自体が政策を表す

ような場合に，有益な解釈を与えてくれる。すな
わち，「肥料を供与する」という政策を考えた場
合，政府が知りたいのは，肥料を常に使う農家
や，肥料を絶対に使わない農家に対する肥料の効
果というよりもむしろ，肥料の供与という政策を
契機に使い始めてくれる農家，いわば新規参入
者に対する肥料の効果であろう。これはまさに
Complierの概念に他ならないから，LATEがその
問いに答えることになる。同様のことは，例え
ば，環境支払いを契機に有機農業を始める農家を
対象に，有機農業の効果を把握したい場合にも成
立する。

第１表　農家のタイプ
肥料が送付されない場合

利用する 利用しない

肥料が送付された場合 利用する Always taker Complier
利用しない Defier Never-taker

資料：筆者作成．
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しかし，一般的には，操作変数が政策を表すと
は限らない。次節で紹介するように，むしろそ
うでない場合の方が多い。その場合，Complier
が一体どのような農家を指すのか，解釈が難し
くなり，得られたLATEが一体誰の平均値を指す
のかが不明瞭となる場合もある。また，Always 
takerやNever-takerは，操作変数の値に行動が
左右されない人々であり，Complierは逆に左右
される人々である。つまりある農家がComplier
であるか否かは，使う操作変数によっても変わり
得る。こうした意味でも，LATEの解釈は時に困
難となる。
この欠点に対する対策としては，例えば，地域

や規模などに基づいてデータをグループ分けし，
グループごとにLATEを計測する方法や，複数の
操作変数が存在する場合は，操作変数を一つず
つ使ってLATEを計測する方法（Angrist et al., 
2010）が考えられる。もし得られた複数のLATE
が似ていれば，農家間の異質性はあったとしても
小さく，LATEは全体の平均的な政策効果を近似
している，と判断するのである。また，どうし
てもLATEの解釈が困難な場合には，LATEでは
なくITTを利用するか，政策効果の値をピンポイ
ントで求めるのではなく，政策効果の「幅」を
推計する部分識別（Partial� identification）アプ
ローチを用いることが推奨されている（Imbens, 
2014）。その応用例は次節で紹介する。また，近
年では，Complier以外の人々も含めた，より一
般的な政策効果を推計する手法も開発されつつあ
る（Mogstad and Torgovitsky, 2018）。

３．農業分野における応用例

本節では，農業関連分野における操作変数法の
応用例をレビューする。操作変数法の起源は，今
からおよそ100年前の農業経済学の研究に遡るが，
ここでは主に 2000 ～ 2020 年に発表されたおよそ
200 本の先行研究の中から，操作変数の種類や用
途，重要なトピックをできる限り網羅できるよう
に論文を選択した。なお，農業以外の分野におけ
る操作変数法の活用例は，Angrist and Krueger 
（2001, Table 1）を参照されたい。また，関数型
や仮定から使うべき操作変数が必然的に導かれ

る手法もあるが，こうしたケースについてはレ
ビューの対象外とした⑻。

（１）距離
今回レビューしたおよそ 200 本の論文の中で，

操作変数として最も頻繁に使われているのは「距
離」である。これは，内生変数Xが，場所と紐づ
けられている場合に使うことができる。
例えば，新しい栽培方法や品種などの技術の採

択が，農家の経営パフォーマンスに及ぼす影響を
分析したい場合を考える。前節の表記で言えば，
Yは経営パフォーマンス，Xは分析対象となる技
術を採択した農家は１，採択しない農家は０とな
る二値変数である。このとき問題になる交絡変数
の代表例は，農家のスキルであろう。パフォーマ
ンスに影響を与えるスキルは，誤差項の中に含ま
れているものとみなせる。また，スキルの高い農
家ほど，新しい技術の採択に積極的な可能性があ
るから，説明変数（採択）と誤差項（スキル）が
相関し，内生性が発生してしまう。
しかし，もしここで，その技術を指導する施

設（普及センターなど）が存在するならば，その
施設から農家の自宅や圃

ほ

場
じょう

までの距離を操作変
数として使うことができる。距離が近い農家ほど
情報へのアクセスが容易になって技術を採択しや
すいとすれば，操作変数（距離）と内生変数（採
択）の相関という条件①が満たされ，また，距離
そのものは農家のパフォーマンスに直接影響を及
ぼさないと考えられるため，誤差項と無相関とい
う操作変数の条件②も満たす可能性が高いからで
ある。このように距離を使って技術や契約栽培の
効果分析を行った研究例として，Salazar et al. 
（2016），Souiller and Moustier （2018）, Zeng et 
al. （2017），Sanglestsawai et al. （2014）などが
ある。
消費者行動を分析する際にも，距離を操作変

数として使える場合がある。例えば，Rischke et 
al. （2015）やVolpe et al. （2013） は，大型スー
パーマーケットの出店が消費者の食生活に与える
影響について，特に，健康面に焦点を当てながら
分析した事例である。これらの研究において設定
されたアウトカムは，野菜の購入額などの健康的
な食生活を表す指標であり，説明変数は，スー
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パーの利用頻度や購入額である。この場合の重要
な交絡変数として，健康に対する意識が挙げられ
る。健康への意識はデータとして観察できないか
ら，誤差項に含まれ，食生活を左右する要因とな
る。また，健康への意識の高い消費者ほど，スー
パーでの買い物を避け，代わりに有機食品の専門
店や直売所等を好むとすれば，説明変数（スー
パーの利用頻度）と誤差項（健康への意識）が相
関して内生性が生じる可能性がある。この場合，
各消費者の自宅からスーパーまでの距離を操作変
数として使うことで，内生性を解決することがで
きる。一般にスーパーまでの距離と利用頻度との
間には一定の相関があるものと考えられ（条件
①），また，距離そのものは健康への意識とは無
関係と考えられる（条件②）ためである。
また，貿易の効果に関する分析でも距離を操

作変数として活用することができる。Krivonos 
and Kuhn （2019）は，貿易が食料消費の多様性
に及ぼす影響を国レベルのデータを利用して推計
した研究である。つまり貿易量がXで，食料消費
の多様性がYである。この場合に考えられる交絡
変数は，食の多様性に対する選好である。すなわ
ち，多様な食料を選好する国民が多い国ほど，他
国の食品をより多く輸入し，食料消費を多様化さ
せているはずである。消費者の選好をデータとし
て数量化することはできないから，選好の影響は
誤差項に含まれることになる。したがって，説明
変数（貿易量）と誤差項（消費者の選好）が相関
して内生性が生じる可能性がある。そこで著者ら
は，貿易相手国からの距離，関税率，輸送費など
から算出される貿易費用を，貿易量の操作変数と
して用いている。国家間の距離が広がるほど貿易
量が落ちる一方で，他国からの距離は消費者の選
好とは無相関と考えられるため，操作変数として
の要件を満たすのである。同様のアプローチは，
農産物の輸出が温室効果ガスに及ぼす影響を分析
したDrabo（2017）でも用いられている。

（２）地域環境
内生変数Xが場所と関連している場合には，

様々な地域環境を表す変数を操作変数として使う
こともできる。
例えば，Liu�and Lynch （2011）は，建物数に

上限を設けるゾーニング（down zoning）が，地
価に及ぼす影響を分析しているが，推計上問題と
なるのは，ゾーニングの導入が各地域（郡）の判
断によって決まることに起因した内生性である。
例えば，地価の減少が見込まれる地域では，住民
の反対によってゾーニングの導入が棄却されるな
ど，ゾーニング導入の有無（説明変数）が，地価
を左右する観察不可能な要因（誤差項）と相関
し，内生性が発生する可能性が生じる。そこで著
者らは，地域環境を表す様々な変数を操作変数に
して，この問題を回避した。用いた操作変数は，
ゾーニングによって見込まれる環境上の便益を反
映する変数として湿地や平地の面積割合，開発圧
力を反映するものとして建物の密集度の低い地域
の割合，建物所有者の政治力を反映する変数とし
て同じ建物に５年以上住んでいる住民の割合等で
ある。これらの変数は，地価に直接的には影響し
ないものの（誤差項とは無相関），ゾーニングの
導入を左右し得るため（内生変数と相関），操作
変数としての要件を満たしている，と考えられる
ためである⑼。
次に，ユニークな研究例として，海賊を扱った

Flückiger and Ludwig（2015）を紹介しよう。近年
では貿易の８割以上が船舶輸送によって行われて
いるが，同論文によれば，海洋に面した国々の４
割以上が海賊の出現を経験しているという。この
論文の仮説は，海賊の多くは平時に漁業に携わっ
ているため，漁獲量が減ると，所得を補うため
に，副業とも言うべき海賊行為が増えるのではな
いか，というものである。つまり海賊の出現回数
がYで，漁獲量がXである。著者らは，漁獲量の
測定誤差に起因した内生性に対処するために⑽，�
衛星画像を用いて計算した海水中の植物プランク
トンの量を操作変数として利用している。その根
拠として，プランクトンの量は漁獲量（説明変数）
と相関するものの，直接的には海賊の出現（アウ
トカム）に影響しない，というロジックを用いて
いる。海洋に面した百か国超のデータを用いて推
計した結果，漁獲量が 10%減少すると，海賊の
発生確率が 10%増加することが明らかにされて
いる。
このほか，地域環境を操作変数に使った例とし

て，地域内において特定の技術や農法を採択して
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いる農家等の割合（Hansen and Trifković, 2014; 
Trifković, 2016; Yen et al., 2008），自治体の政
策内容（Almada et al., 2016），気象条件（Feng 
et al., 2010; Shifa, 2015），緯度（Brunnschweiler 
and Bulte, 2008）， 海 岸 線 や 国 境 線 の 長 さ
（Costa-Font and Mas, 2016）などがある。高速
道路の出入口の数を操作変数に用いて，ファース
トフードが肥満に及ぼす影響を分析した研究もあ
る（Dunn, 2010）。また，GDPや価格などのマク
ロ経済指標も，地域環境の一種とみなせる。例
えば，GDP成長率（Böhme, 2015），周辺の消費
者の直面する平均価格（Zhen et al., 2014），生
産資材の価格（Sanglestsawai et al., 2014）など
が利用されている。なお価格と政策内容について
は，本節第（４），（５）項にて，より具体的な利
用例を紹介する。
これら地域レベル又はマクロレベルの変数は，

個々の農家や消費者のコントロールの及ばないも
のであるから，誤差項に含まれ得る農家や消費者
の特性とは無相関と想定できる。つまり誤差項と
は無相関であるという条件②を満たしやすいので
ある。ただし，言うまでもないが，もう一つの条
件①，内生変数との相関が満たされているかどう
かについても入念に検討した上で使用する必要が
ある。

（３）資格
応募型の政策の場合，参加資格を操作変数とし

て利用できる場合がある。例えばTakayama et 
al. （2020）は，中山間地域等直接支払制度が耕作
放棄地等へ及ぼす影響を分析しているが，ここで
問題となるのは，逆向きの因果関係，つまり耕作
放棄地の多い地域ほど，直接支払（助成金）を受
け取る確率が上昇するのではないかという懸念で
ある。こうした逆因果関係がある場合，一般的
に，説明変数と誤差項の相関が生じ，内生性が発
生してしまう。そこで，Takayamaらは，中山間
地域等直接支払制度への参加資格である条件不利
地への認定に着目した。条件不利地は，地域の人
口密度，人口減少率，地形の傾斜度などによって
定義されるが，こうした参加資格は，制度への参
加確率とは正の相関を有する一方で，参加資格そ
のものは（直接支払を経由した間接的な効果を除

いては）直接的に耕作放棄地には影響しないとの
判断により，操作変数として使われている。中山
間地以外も含めた全サンプルの耕作放棄地率は
2000 年で平均 9.8％，2005 年で 10.4%であるが，
分析の結果，直接支払はこれを 0.9％ポイント引
き下げることが示された。つまり直接支払は耕作
放棄の進行を食い止めはするものの，解消するま
でには至らないことが示されている。
バリューチェーンへの参加の効果を検証した

Biggeri et al. （2018）は，エチオピアの農業組
合が実施した，高品質な小麦を生産するプロジェ
クトの効果を検証したものであるが，プロジェク
トへの参加資格が組合員限定であることに着目
し，組合員であるか否かを操作変数として使って
いる。組合員資格とプロジェクトへの参加は正の
相関を有するが（つまり条件①が満たされる），
組合員資格そのものは，農業収入等へのアウトカ
ムへは直接影響しない（つまり条件②も満たされ
る），というのがその根拠である。ただし，組合
への参加が任意である場合，意欲ある農家ほど組
合に参加しやすい等の傾向が生じる可能性があ
る。このとき収入を左右する誤差項（意欲）と組
合員資格（操作変数）が相関し得るため（つまり
条件②が満たされない），この点は，組合の実態
を調べるなどして慎重に判断する必要がある。
このように資格が誤差項と無相関と言えるかど

うかは，資格の決め方に依存する。しかし，こ
れが確実に成立し，操作変数が応用可能なケー
スも存在する。第２節（２）項で例示した，実
験内容を強制できないランダム化比較実験であ
る。Nakano and Magezi （2020）は，ランダム
に選ばれたタンザニアの農家に対して，現金を貸
し付けるオファーを出し，化学肥料の使用量に及
ぼす影響を推計した。このオファーが資格に該当
する。しかし，農家に借金を強制することはでき
ないから，実際に現金を借りたのはオファーを受
けた農家のうち，約４割である。この場合，オ
ファーを受けたか否かの二値変数は，借りるか否
かの決定（説明変数）と正の相関を有し，かつ，
オファーはランダムに授与されたのであるから，
化学肥料使用量の決定要因（誤差項）とは無関係
と言える。したがって，操作変数としての二つの
条件を満たすわけである。
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（４）需要・供給関数
さて，ここまで操作変数法の近年の応用例を見

てきたが，ここで一旦その起源を遡ってみたい。
操作変数法の原型は，今からおよそ 100 年前の農
業経済学の研究に端を発する。需要関数と供給関
数の推定，つまり需要量や供給量が価格にどう反
応するかという問題は，政策評価を含む様々な分
析において決定的に重要な情報となるが，単に数
量を価格で回帰するだけでは適切な結果は得られ
ない。誤差項に含まれる需要や供給を変動させる
観察できない要因と価格とが相関しているからで
ある。需要関数を例に考えると，所得や年齢構成
などがデータとして観察できない場合，それらは
誤差項に含まれる形で需要量に影響を及ぼすこと
になるが，それらは市場メカニズムを通じて価格
にも影響を及ぼす。例えば，好景気によって所得
が上昇すれば，需要が刺激されて価格もまた変化
する。つまり誤差項（所得や年齢構成）と説明変
数（価格）が相関し，内生性が生じるのである。
この問題を解決するためにWright （1928）は，
供給量に影響を及ぼす変数「供給シフター」を操
作変数として利用できることを示した。気象条件
などの供給シフターは供給量の変動を通じて価格
（説明変数）と相関する一方で，所得などの需要
を左右する要因（誤差項）とは無相関と考えられ
るからである。同様のロジックにより，供給関数
を推計する際には，例えば，競合財の価格など，
需要量に影響を及ぼす変数「需要シフター」を操
作変数として使えばよいことになる。この「需要
関数の推計には供給シフターを，供給関数の推計
には需要シフターを」という一世紀前のアイデア
が操作変数法の起源である（Stock and Trebbi, 
2003）。
このアイデアは，今日においても有効である。

しかし，実際上はWeak instrument，すなわち，
操作変数と内生変数の相関が弱い問題にしばしば
直面する。例えば，供給シフターの一つである賃
金の場合，年次変動が少なく，かつ地域間の違い
もあまり大きくない。また，燃料や肥料等の投入
価格も地域間の違いがほとんどない。そのため，
これらの供給シフターは価格との相関が弱く，操
作変数として不十分な場合が多いのである。逆も
また同様であり，所得等の需要シフターでは価格

との十分な相関が見込めないため，それを実際に
操作変数として使う例は多くない（Hendricks et 
al., 2015）。
では，どのように価格の内生性に対処したらよ

いのだろうか。まず，農産物の供給関数におい
ては，Gardner （1976）以降，2010 年頃までの実
証研究では，当期の市場価格の代わりに，作付前
に観察される先物価格を説明変数として使うこと
で内生性を生じさせない，というアプローチが一
般的であった（Miao et al., 2016, table 1）。そ
の根拠は，誤差項に含まれる供給を変動させる
ショックは作期中に発生するため，そのタイミン
グにおいては，作付前に形成される先物価格とは
相関し得ない，というものである。
一方，近年，Roberts and Schlenker （2013）

はこの仮定を疑問視し，先物価格は今期の作況を
予測して形成されるのだから，供給変動要因と相
関し得ると主張した。例えば，作付前であって
も，今夏は猛暑になると予測されれば，先物価格
はそれを反映したものになるであろうし，実際に
供給量も猛暑によって減産となる可能性が高い。
つまり説明変数（先物価格）と誤差項（気象条
件）は相関し得るのである。代わりにRobertsら
が提案したのは，一期前（昨年）の気象条件を操
作変数として使うことである。一期前の気象条件
は，一期前の供給量に影響し，在庫量を変動させ
ることを通じて，今期の価格と相関する。その一
方で，一期前の気象条件は今期の供給変動要因と
は無相関と考えられるため，操作変数としての二
つの要件を満たすと考えられる。
例えば，Hendricks et al. （2015）は，Roberts 

and Schlenker （2013）のアプローチを利用して，
内生性によるバイアスの大きさを定量的に計算し
ている。世界の穀物生産データを利用した推計結
果によれば，アウトカムが作付面積の場合は，内
生性によるバイアスによって価格の影響が最大で
75%ほど過少に推計されてしまう一方で，アウト
カムが作付面積の場合は，バイアスが 20%程度
とさほど大きくないことを示している。すなわ
ち，アウトカムが作付面積の場合は，そもそも内
生性を無視しても大きな支障がないと結論付けら
れている。
次に，需要関数について論じる。上述のとお
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り，需要関数の推計においては，供給シフターが
操作変数の候補となる。先行研究では燃料価格や
気象条件を操作変数として使っているが（Angrist 
et al., 2000），上述のようにWeak instrumentの
問題に注意を払う必要がある。また，特筆すべき
は，従来の研究では，例えば，「コメ」「牛乳」な
どと，ある程度集計された財の需要を分析対象と
する例が多かったが，近年の研究では，産地別・
品種別のコメ，ブランド別の牛乳など，財を実際
の消費者が直面するレベルにまで細分化・差別化
した上で，推計を行う例が増えてきている点であ
る。Wright （1928）が直面した内生性は，需給
メカニズムに起因したものであったが，差別化さ
れた財を扱う場合には，観察できない製品の属性
が内生性の発生要因となる。例えば，製品のデザ
インは，データとして観察することは難しいが，
需要に影響するため誤差項に含まれることにな
る。そしてデザインの良い製品は，その分コスト
がかかり，価格が高く設定される可能性がある。
すなわち，誤差項（デザイン）と説明変数（価格）
が相関することになる。もちろんデザインだけで
なく，味や広告料など，他の（観察できない）製
品属性においても同様のメカニズムが発生する可
能性がある。
このように差別化された商品を分析する手法と

して，近年主流となっているのが，Berry et al. 
（1995） の提案したアプローチである。著者らの
頭文字を取ってBLPアプローチと呼ばれるこの方
法では，需要関数における価格の内生性に対処す
るため，Wrightのアイデアを応用して，賃金や
原材料費などの供給シフターを操作変数として用
いているが，Weak instrumentの問題を軽減す
るために，競合製品の平均価格や属性なども加え
て利用している。これは，競合製品の価格や内容
にも配慮して，販売業者は自社製品の価格設定を
行っているものと考えられるからである。こうし
た操作変数の選び方は，財が集計された従来の分
析では競合製品が存在しないため，そもそも不可
能であり，製品が差別化された状況だからこそ可
能なものと言える。また，他地域における同じ製
品の販売価格を操作変数として利用する例もある
（Nevo, 2001）。例えば，Ａ県の価格の操作変数
として，Ｂ県やＣ県の価格を使う。この方法は，

供給シフターは地域間で共通だが，需要シフター
は地域ごとに異なる，と仮定できる場合に正当化
されるが（Ackerberg et al., 2007），この仮定は
やや制約的であるため注意が必要である（Bonnet 
et al., 2020）。BLPアプローチは，産業組織論の
分野で数多くの後続研究を生んでおり，農業分野
でも，牛乳（林田, 2018），農村観光（Tchetchik 
et al., 2008; Fleischer et al., 2018），シリアル
フード（Nevo, 2001; Chidmi and Lopez, 2007）
などの需要分析にも応用されている。

（５）補助金
2000 年代に入って多くの国では，その年の生

産量や価格に基づいて支払われる農業補助金か
ら，生産や価格とは切り離されたデカップル型の
補助金への切替えが相次いだ。我が国において
も 2007 年に過去の作付面積に基づくデカップル
補助金が導入された（品目横断的経営安定対策）。
こうした制度の下では，補助金の額が一定期間固
定されることとなるが，こうした政策の特徴を利
用して内生性を巧みに解決し，経済学分野で名高
い学術誌『Journal�of Political�Economy』に掲載
された研究例としてKirwan （2009）を紹介する。
同研究の目的は，補助金が地代に与える影響を

解明することであるが，ここで推計上問題となる
のは，地代を交渉する春の時点では今期配分され
る補助金の額が不確実な点である。農家と地主は
作付前の春に，今期配分される補助金も想定に入
れながら，地代の水準を交渉し決定する。しか
し，実際に補助金の額が判明するのは収穫後の秋
である。分析の際には，この実際の補助金の額を
データとして利用するわけだが，それは交渉時点
で農家らが想像していた補助金の予測値とは異な
り得るものである。
Kirwanの用いた推計式を単純化して書けば，

以下のとおりである。

（ri,1997-ri,1992）=a（gi,1997-gi,1992）+ui 

ここで，1997 及び 1992 は年を，rは地代を，g
は春の交渉時点で農家が予測していた補助金額
を，uは誤差項を，iは農家を，aは補助金が地代
に及ぼす影響（政策効果）を表す。短期的に一定
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とみなせる農家固有の効果を消去するために二時
点の差分を取っており，1997 年と 1992 年の地代
の変化を，同期間の補助金の予測値の変化で説明
するモデルとなっている。
補助金の予測値をデータとして観察することは

もちろんできないから，上式のgの部分には，予
測値の代わりに補助金の実現値を代入することに
なる。この場合，予測値と実現値の差，つまり測
定誤差が誤差項に含まれることになり，内生性が
発生してしまう。したがって，単純なOLS推計で
は政策効果を正しく測定できないことになる。
そこでKirwanは，1996 年に導入されたデカッ

プル型の補助金に着目してこの問題を解決した。
それ以前の米国では，補助金の額が収穫後の価格
水準によって変動する仕組みであったが，1996
年からの７年間は，価格の水準とは無関係に，受
給額が固定された。つまり 1997 年の補助金には
農家の予想額との誤差が生じないことになる。こ
の場合，1997 年の補助金額を操作変数として利
用することができる。なぜならば，1997 年の補
助金額（gi,1997）は内生変数（gi,1997 －gi,1992）と相関
しているが，誤差項に含まれる 1992 年の補助金
の測定誤差とは無相関と考えられるからである。
推計の結果，補助金の 25％は地代の上昇を通じ
て，農家ではなく地主に帰着することが示され
た。つまり政策の本来のターゲットである耕作者
に届くのは補助金の 75％にとどまり，残りは地
主を潤すことに使われてしまうことが明らかと
なったのである。
このKirwanのアプローチは，他の研究でも活

用されており，例えば，Weber and Key（2012）
は，補助金が生産に及ぼす影響を分析している。
同研究では，デカップル型の補助金が，生産量や
作付面積を増やす効果を持たないことが示されて
いる。

（６）部分識別アプローチ
最後に，「誤差項と無相関」という操作変数の

条件②が満たされない場合に，部分識別（Partial�
identification）と呼ばれるアプローチが有効であ
ることを，農業分野の研究例を紹介しながら説明
する⑾。
従来の回帰分析では，係数（⑴式のa）はピン

ポイントで一つの値として計算される。これを点
推計（Point estimate）と呼ぶ。しかし，点推計
を行うためには，関数の形状や操作変数の性質な
ど，様々な仮定，時に非現実的とも言える強い仮
定を課さねばならない。Manski（1989）を嚆

こう

矢
し

とする部分識別アプローチでは，多くの研究者が
納得するような極めて弱い仮定のみを課した上
で，点推計ではなく，係数の取り得る「幅」を推
計するものである（Bound estimate）。
なお，効果の異質性が存在する場合には，操作

変数では全農家の平均ではなく，一部（Complier）
の農家に対する平均的な政策効果（LATE）しか
明らかにできないことを，第２節（２）項で述べ
たが，部分識別アプローチでは全農家に対する平
均的な政策効果の幅を測定できる点も大きな強み
である（Imbens and Wooldridge, 2009）。
これを農業分野に応用したKreider et al. 

（2012）の研究目的は，米国における栄養補助プ
ログラムの効果を推計することである。このプロ
グラム（SNAP）は，貧困世帯の栄養状態の改善
を目指して，アルコール等を除いた食料品の購入
に使うことができるカードを支給するもので，従
来はFood stampプログラムと呼ばれていたもの
である。それまでの研究では食生活や健康に対す
る明確な効果は必ずしも得られていないものの
（Kreider et al., 2012），2015 年時点において国
民の７人に１人が受給するような大規模な政策で
ある（鈴木, 2016）。効果の検証を困難にしてい
る一つの要因が内生性である。プログラムへの応
募が各世帯の判断に任されているため，健康状態
の悪い世帯や食生活の乱れた世帯などの方が，プ
ログラムに参加しやすい傾向が生じる。つまり説
明変数（プログラムへの参加）と誤差項（健康状
態や食生活の乱れ等）が相関してしまい，内生性
が発生してしまうのである。
この問題に操作変数法を適用しようとする場

合，プログラムへの参加とは相関するが，健康
状態や食生活の乱れ等には直接影響しない操作
変数を見つけ出すことは容易ではない。そこで
Kreider et al. （2012）は，「操作変数と誤差項は
無相関」という条件②，換言すれば，「操作変数
の値が大きくなっても，アウトカムは直接的には
影響を受けない」という条件を放棄し，代わりに
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「操作変数の値が大きくなれば，アウトカムは増
加（又は減少）する」という「単調操作変数の仮
定」を課した。ここで使われる操作変数（正確に
は単調操作変数と呼ばれる）は所得である。所得
は食生活や健康状態にダイレクトに影響し得るた
め，誤差項と相関している可能性が高い。つまり
操作変数の条件②が満たされないため，通常の操
作変数法での利用には適さない。しかし「所得が
増加すれば，食生活や健康といったアウトカムが
改善される」という単調操作変数の仮定は，満た
されると考えるのが自然であろう。こうした多く
の人が納得するような弱い仮定を課し，そうした
仮定と整合的なプログラムの効果の幅を推計する
のが部分識別アプローチである。
Kreider et al. （2012）の推計結果によると，

例えばアウトカムを肥満とした場合，何も仮定を
課さない場合には，効果の取り得る幅は-0.466 か
ら 0.534 である。つまり正値も負値もとり得るた
め，栄養補助プログラムが肥満を増やすのか減ら
すのかを判断することができない。しかし，単調
操作変数の仮定を課すと⑿，-0.411 から-0.033 と
負値のみに幅を狭めることができ，栄養補助プロ
グラムが肥満を減らす，と結論付けることに成功
している。
同様のアプローチは，幼少期における食生活が

子供の肥満に及ぼす影響を分析したMillimet and 
Roy （2015）でも使われている。ただし，この研
究では単調操作変数の仮定を課しても，効果の取
り得る幅が十分に狭まらず，肥満への影響を判断
することができていない。このように推計された
効果の幅が時に広すぎて意味ある結論を得られな
い場合がある点は部分識別アプローチのデメリッ
トと言えるが，適切な操作変数を見つけ出せない
場合には検討する価値が十分にある手法である。

４．おわりに

本稿では，農業分野における操作変数法の利用
例をレビューした。まず，生産，消費，貿易等，
様々な分野で操作変数として活用されているのが
距離である。農家の自宅や圃場から，普及セン
ター，JA，区役所等までの距離を操作変数とし
て使うことで，特定の技術や政策を採択した場合

の効果を推計することができる。こうした方法を
我が国の農業政策の分析に応用するためには，で
きる限り細かい位置情報が必要である。既存の統
計では市町村程度までしか位置情報が記録されて
いないケースが多いため，現在整備の進んでいる
農地位置情報とのリンクなどが有効であろう。こ
のほか先行研究では，店舗までの距離を利用する
消費分析や，国家間の距離を使って貿易の効果を
検証する研究例なども観察された。
なお，距離を計算することができない場合や，

そもそも距離が内生変数と相関しているとは考え
られない場合，地域やマクロ経済の指標なども操
作変数となり得る。例えば，近隣で特定の技術や
農法を採択している農家の割合，自治体の政策，
気象条件，緯度，GDP，価格などである。こう
した考え方の延長として，需要関数や供給関数の
推計においては，供給や需要のシフター，過去の
気象条件，競合製品の価格などを使うことができ
ること，補助金の効果を推計する際には単価の固
定されたデカップル型の補助金を活用できること
なども紹介した。地域やマクロ経済の指標は計算
が容易であり，市町村や県レベルまでしか位置情
報が分からない場合にも活用することができる点
がメリットである。
また，政策の対象者を限定している場合やラン

ダム化比較実験においては，政策や実験の対象者
であるか否か，つまり参加資格を操作変数として
使える場合がある。参加資格はWeak instrument
の問題が発生しにくく，操作変数としての条件を
満たしやすいためである。なお近年の実証分析で
は政策効果の異質性を認めることが主流になり
つつあるが，こうした仮定の下では，全農家に
対する平均的な政策効果ではなく，特定の農家
（Complier）に対する政策効果の平均値（LATE）
しか計算できない点には留意が必要である。
以上のレビューから，操作変数の選択に関して

共通点を見いだすとすれば，それは，分析対象と
なっている経済主体，つまり農家や消費者には操
作することのできない変数を見つける，というも
のである。距離，地域環境，マクロ指標，需要や
供給シフター，補助金の単価，資格はいずれもそ
うした特徴を満たしており，個々の農家や消費者
には操作できない変数である。そうした変数は経
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済主体の意思決定とは独立であるため，第１図で
示した「誤差項と無相関」という条件②を満たす
と考えられる場合が多いのである。もちろん最終
的に操作変数として使うためには，もう一つの条
件①，「内生変数との強い相関」についても精査
する必要があるが，もしこれら二つの条件を満た
した操作変数を見つけることができない場合に
は，近年開発の進んでいる部分識別アプローチを
検討することもできる。このような新たな分析手
法の登場によって，操作変数法を活用できる場面
は更に広まりつつあると言えるだろう。
因果関係を推計する様々な手法の中で，操作変

数法は最もハードルの高い手法と言えるかもしれ
ない。理論的な概念もやや難解であるし，また，
実際に応用するためには，それぞれの分析ごと
に，適切な操作変数を見つけださねばならないた
めである。こうしたハードルを乗り越える最善策
は，先人たちから学ぶことである。本稿では，で
きる限り多くの先行研究を，できる限り平易な言
葉で紹介することに努めた。本稿が操作変数法に
対する読者の理解，そして長期的には操作変数法
の利用を通じたEBPM促進の一助となれば幸いで
ある。

［付記］　本稿の執筆に当たり，高橋克也氏（農
林水産政策研究所），高橋祐一郎氏（農林水産政
策研究所），及び匿名の査読者より貴重なコメン
トをいただいた。ここに記して謝意を表したい。

注⑴　このほかにも，最小二乗法や，（差分の差分法などと併
用せずに単体で用いる）傾向スコアマッチングなどもあ
るが，全ての交絡変数がデータとして観察できるという
比較的強い仮定が要求されるため，ここでは取り上げな
い。

　⑵　解釈が容易なため，ここでは二つのOLSに分けて説明
するが，一括で推計することもできる。なお，二段階目
のOLSからは正しい標準誤差が得られないため，統計ソ
フトなどでは，（手動でOLSを二回繰り返すのではなく）
二段階最小二乗法のコマンドを使うのがよい。詳細は，
Wooldridge （2019）など，計量経済学の教科書を参照さ
れたい。

　⑶　Weak instrumentへの対処法については，Andrews 
et al. （2019），Anatolyev （2019），Angrist and Pischke 
（2008, chapter 4.6.4）などを参照されたい。

　⑷　操作変数が複数あればOveridentification testによって
検定可能であるが，少なくとも一つの操作変数は誤差項

と無相関と判断できる場合にしか使えない（Wooldridge, 
2019）。

　⑸　操作変数が複数ある場合，二値変数ではない場合，説
明変数が複数ある場合については，Angrist and Pischke 
（2008, ch. 4.5）やCornelissen et al. （2016）を参照され
たい。

　⑹　この和訳は森田 （2014）による。
　⑺　Complierは，「素直，従順な者」の意である。
　⑻　例えば，説明変数のラグを操作変数として用いる

Dynamic panel�data 分析（Arellano and Bond, 1991 ; 
Blundell�and Bond, 1998）や，投資や中間財を操作変
数に用いた生産関数の推計（Olley and Pakes, 1996; 
Levinsohn and Petrin, 2003）など。

　⑼　ただし，湿地や平地の面積割合，建物の密集度などは，
アウトカムである地価に直接的に影響を与える（つまり
条件②が満たされていない）疑いが残る。例えば，平地
が少なく傾斜が多い地域は，利便性を反映して地価が低
下するかもしれないためである。

　⑽　漁獲量のデータは，特に途上国では正確に記録する
ことが難しいため，誤差を含む可能性が高く，この場
合，説明変数と誤差項が相関し，内生性が発生する。
測定誤差が内生性を発生させるメカニズムについては
Wooldridge（2019）などを参照のこと。

　⑾　部分識別アプローチの日本語による解説書としては，
奥村（2018）がある。

　⑿　厳密には，対照群よりも処置群の方がアウトカムが大
きいという “Monotone Treatment Selection” の仮定も
課されている。ただしこの仮定は推計値の幅を狭めるこ
とはできるが，符号を確定するまでには至らないことが
理論的に示されている（Manski and Pepper, 2000）。
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Econometric Methods for Evaluation of Agricultural Policy:

Instrumental Variable Method

KAWASAKI Kentaro

Summary

　　There�are�several�econometric�methods� for�evaluating�the�causal� impact�of�agricultural�policies.�
In�previous�studies,�the�regression�discontinuity�design�and�the�difference-in-differences�method�were�
reviewed� (Kawasaki�2020 ,�2021 ).� In�this�study,�we�review�the�basic�concept�of� instrumental�variable�
method�and�its�applications�in�the�field�of�agricultural�economics.

Keyword:��Agricultural�policy;�Causal� inference;�Econometrics;�Evidence-based�policy�making� (EBPM);�
Instrumental�variable�method;�
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